














































                                                  
1 本論文の検討結果，意見，法解釈は全て筆者の個人的見解である。 








 ２ 研究の手法 














 ３ 外国法の研究 
  (1) 取引拒絶以外の構成 
   ア 技術市場における競争者排除 











     EU では，米国とは異なり，技術市場における競争への影響は問題とされていな
い。その理由は，EU 機能条約 102 条違反が成立するには濫用事業者が濫用行為を
行う時点で市場支配的地位にある必要があるが，特許権者が FRAND 宣言を行う
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時点では，市場支配的地位にあることが少ないからであると考えられる。 
   イ 支配的地位の濫用 






   ウ 標準化そのものへの影響 










   (2) 特許権者のインセンティブ 











    EU においては，Huawei Technologies Co. Ltd v ZTE Corp., ZTE Deutschland 
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り自らの権利に制限を加えたのであるから，FRAND 条件のロイヤリティを保障す
れば特許権者のインセンティブへの影響は少ない一方で，FRAND コミットメント
の対象となった標準必須特許に基づく差止請求・執行を認めれば，後続の技術革
新を含む標準化の便益（技術間競争を促進し，売買の双方にとって取引コストの
削減，価格の低下の促進など）を奪うことになるため規制すべしとの欧州委員会
のスタンスが窺われる。 
 
４ 独占禁止法解釈試論 
  以上の外国法の研究を基に，検討対象行為について我が国独占禁止法の解釈試論を
行い，第１に，取引拒絶以外の構成としては，検討対象行為は，能率競争に反する行
為により技術市場における競争者の事業活動を排除したものとして，私的独占（排除
型）として規制し得ること，及び，優越的地位の濫用としても規制し得ること，第２
に，特許権者のインセンティブに悪影響を及ぼす可能性があるとしても，技術標準の
文脈では規制が肯定されることが結論として得られた。 
 
以上 
